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1.は じ め に

特に地方分権一括法が施行された2000年 頃は,基 礎的自治体である市区

町村中心に制度が構築される傾向が強かった。ところが,そ の後時間が経

つにつれて,一 種の揺 り戻 し事例が観察されるようになってきている。例

えば,2000年 の都市計画法改正によって導入された準都市計画区域は,当

初は市区町村に指定権限が付与されていたが,指 定事例の少なさもあり,

2006年 のいわゆるまちづ くり三法改正の際に都道府県へと指定権限が移さ

れている。

そ して,市 区町村中心という点では,我 々が本稿で扱う景観法(以 下,

「法」 とする場合がある。)も 同様である。景観法では,法 に基づ く種々の

権限の行使(以 下 「景観行政」 と呼ぶ。)を 担 う景観行政団体に都道府県

も市区町村もなることができる仕組みになってはいるが,仮 に都道府県下

の全市区町村が景観行政団体となった際には,都 道府県は景観行政団体 と
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して景観行政を担うことはできない。こうした都道府県の位置づけについ

て北村喜宣は,「より踏み込んでいえば,景 観法のもとでの都道府県は,域

内の市町村が景観行政団体となるまでの 『つなぎ』の役割であ り,市 町村

が景観行政団体 になろうとす ることをサポー トする役割が期待されてい

る」ωと述べている。

つなぎにしても,サ ポー トにしても,補 完 ・支援機能 として位置づける

ことができる。なるほど,広 域 自治体たる都道府県に期待される大きな役

割として,補 完 ・支援機能があることは確かである。だが,都 道府県の役

割に関する一般的な議論を踏まえても,そ の役割は補完 ・支援機能に限定

されるものではない。 この点については景観政策 も同様であり,仮 に都道

府県が景観行政団体として景観行政を担当する地域がなくなったとして

も,補 完 ・支援機能以外の役割は残 されるはずである。

ところが,2.に おいて議論するように,法 制度 としての景観法は,都 道

府県の役割を補完機能中心に考えており,他 の役割については充分な想定

がなされていない。そこで,本 稿では,ま ず2.において主に法制度上想定

されている都道府県の役割という観点か ら景観法について議論することと

する。続いて3.において,実 際に都道府県が果たしている役割について,

都道府県策定の景観計画を題材に議論 してみたい。そして4.において,都

道府県が実際に果た している役割を,特 に景観形成という観点か ら肯定的

に評価を してみたい。

2.法 制度か ら読み解 く都道府県 の地位

2004年6月18日 に公布された景観法は,総 則,景 観計画及びこれに基づ

く措置,景 観地区等,景 観協定,景 観整備機構,雑 則及び罰則の全7章 か

ら構成 されている。 これらのうち景観法の骨格を構成するのは総則,雑 則
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及び罰則の3章 を除く4章 となるが,こ の4章 で規定される権限は,そ の

行使主体が景観行政団体 と市区町村 とに分かれている。より詳 しく述べれ

ば,い わゆる地域地区の一つでもある景観地区が市区町村の権限であるの

に対 し,残 り3つ については景観行政団体に権限が付与 されている。すな

わち,景 観地区を除けば,景 観法に用意されている種々の手段は景観行政

団体が行使する仕組みとなっている。

では,こ の景観行政団体 とはどのようなものであろうか。法第7条 第1

項では,

この法律において 「景観行政団体」とは,地 方自治法(昭 和22年 法律

第67号)第252条 の19第1項 の指定都市(以 下 この項において 「指定

都市」という。)の 区域にあっては指定都市,同 法第252条 の22第1項

の中核市(以 下この項 において 「中核市」という。)の 区域 にあって

は中核市,そ の他の区域にあっては都道府県をいう。ただし,指 定都

市及び中核市以外の市区町村であって,都 道府県に代わって第2章 第

1節 から第4節 まで,第4章 及び第5章 の規定に基づ く事務を処理す

ることにつきあらか じめその長が都道府県知事と協議 し,そ の同意を

得た市区町村の区域にあっては,当 該市区町村をいう

と規定されている。

つまり,ま ず指定都市と中核市については,自 動的に景観行政団体とし

て位置づけられ,指 定都市 と中核市以外の市町村(以 下,「 その他の市町

村」 とする場合がある。)の 区域については原則的に都道府県が景観行政

団体 となる。ただし,そ の他の市町村が景観行政団体になることも可能で

あり,そ の場合には都道府県の同意を得 ることが必要になる。なお,東 京

都の特別区については,地 方 自治法第281条 第2項 の規定により,景 観法の
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市に関する規定が適用されるとされている(2)。

さて,二 層制について注意を払いなが ら議論を進めている我々がまず指

摘 しなければならないのは,都 道府県 も景観行政団体になれるということ

である。だが,都 道府県が市区町村と完全に同等の立場で景観行政に取 り

組むことが想定されているわけではない。

このように主張できる第一の根拠としては,景 観法に関する国会審議を

挙げることができる。政府参考人として国会審議に出席 した竹歳誠国土交

通省都市 ・地域整備局長(当 時)は,し ば しば 「今後の景観行政は,最 も

住民に近い基礎的自治体でございます市区町村が担ってい くべきものと考

えてお ります」(3)と答弁 している。また,景 観法に関する解説書でも「良好

な景観の形成は,居 住環境の向上等住民の生活 に密接に関係す ることか

ら,最 も住民に近い基礎自治体である市町村が中心的な役割を担うべきで

ある」ωと論 じられている。

では,市 区町村中心とされているにもかかわらず,な ぜ都道府県が景観

行政団体になることができる仕組みが採用されたのであろうか。先の解説

書を再び引用すると,

しかし,多 くの都道府県も景観条例を制定 し,景 観行政の一翼を担 っ

ているという事実,さ らに基礎 自治体である市町村の中には,景 観行

政を担うほどの資源 と能力に乏しいところも少なくないという事実に

鑑み,景 観法では都道府県がまずは景観行政団体 となり,希 望に応 じ

て市町村 も景観行政団体 となれるようにされた⑤

と説明されている。

つまり,第1の 理由として挙げられるのは,景 観法制定以前から景観ま

ちづくりに取 り組んできた都道府県については,そ の継続を認めるという
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ことである。景観法制定までに27の都道府県で30の景観条例が制定される

など,半 分以上の都道府県が景観まちづ くりに取 り組んできた。景観法で

用意された新たな手段を行使 しながら,景 観まちづ くりを一層推進させる

ことが期待されている。

だが,少 なくとも法制度 としては,都 道府県による景観行政の積極的な

後押 しが予定されていたわけではない。というのも,市 区町村中心とすべ

きとの国会での質問に対 して,竹 歳氏は,「また,同 意の基準 としては,

よほどのことがない限 りは,手 を挙げた市区町村は知事は同意すると考え

ておりまして,こ の考え方について技術的な助言等で明 らかにしていきた

いと考えております」(6>と答弁 している。

この答弁に明 らかなように,市 区町村が自ら景観行政を担当 しうると判

断 して手を挙げたな らば,原 則的に都道府県は同意を与えることが想定さ

れている。仮に,都 道府県下の全市区町村が手を挙げたとするな らば,少

な くとも都道府県が景観行政団体として,景 観行政を担当することはでき

な くなる。景観法では,都 道府県による景観まちづ くりの継続は認める仕

組みが採用されてはいるものの,場 合によっては,景 観行政団体としてそ

れまでの取組みを継続できない状況が生 じることもあ り得るのである。

都道府県が景観行政団体とな りうる制度が採用された第2の 理由は,多

くの市区町村にとって,景 観まちづ くりは経験の浅い行政分野だというこ

とである。景観法制定以前において,57%の 都道府県が景観条例を制定し

ていたのに対 し,市 区町村については450の 市区町村が494の 自主条例を制

定 している状況であり,全 市区町村に占める割合は14%に 止まっていた(7)。

このため,い きなり景観まちづ くりに関する権限を付与 されたとしても,

即座に対応できない市区町村が数多 く存在するであろうということが予測

された。

そこで,指 定都市 と中核市のように一定の行財政能力を備えた自治体に
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ついては自動的に景観行政団体 としての位置づけを与えたのに対 し,そ の

他の市区町村については,都 道府県の同意を得て景観行政団体になるとい

う仕組みが導入 されたのである。そして,都 道府県に対して望まれている

補完的役割は,こ うした市区町村 に対するものなのである。

ただ,一 口に補完的役割 と言 っても,市 区町村が将来的に景観行政団体

となる可能性がある場合 と,そ うでない場合 とで状況は異なるものと考え

られる。そこで,こ の二つの場合をそれぞれ別個に論 じていきたいが,ま

ず前者の状況を議論するたあに,景 観法で用意 されている他の手段につい

ても見ておくことにしたい。

景観法では,景 観計画以外にも景観行政推進のための種々の手段が用意

されているが,こ れ らの行使 という点でも,都 道府県 と市区町村は完全に

同列に位置づけられているわけではない。各々が法で用意されている手段

の全てを自らの手中に収めているわけではなく,特 に都道府県は間接的に

しか行使 し得ないものが多い。

この点についてまず市区町村について論 じるな らば,景 観地区指定の前

提となる都市計画区域 もしくは準都市計画区域の指定は,都 道府県の権限

である。このたあ,仮 に都市計画区域 も準都市計画区域 も指定されていな

い地域に景観地区を指定する場合には,事 前に都道府県へと働きかけ,都

市計画区域あるいは準都市計画区域の指定を求めることが必要である。実

際 倶知安町がピラフ高原景観地区を指定する際にはこのような手続が必

要であった(8)。

また,景 観計画には 「屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件

の設置に関する行為の制限に関する事項」(法 第8条 第2項 第5号 イ)を

定めることができるとされているが,屋 外広告物法では基本的にその権限

は都道府県知事に与えられている。ただし,屋 外広告物法第26条 から第28

条において,特 別区,大 都市等そ して景観行政団体である市区町村の特例
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が規定されており,こ れに基づき市区町村が直接屋外広告物に関する権限

を行使する余地はある。

一方,市 区町村 に与えられていて都道府県が直接行使できない権限とし

ては,ま ず景観農業振興地域整備計画の策定を挙げることができる。法第

55条で,

市町村は,第8条 第2項 第5号 二に掲げる基本的な事項が定められた

景観計画に係る景観計画区域のうち農業振興地域(農 業振興地域の整

備に関する法律第6条 第1項 の規定により指定された地域をいう。)

内にあるものについて,農 業振興地域整備計画を達成するとともに,

景観 と調和のとれた良好な営農条件を確保するため,そ の地域の特性

にふさわしい農用地(同 法第3条 第1号 に規定する農用地をいう。以

下同じ。)及 び農業用施設その他の整備を一体的に推進する必要があ

ると認める場合には,景 観農業振興地域整備計画を定めることができ

る

と規定されているように,市 町村にその策定権限が与え られている。都市

のみならず農山漁村まで対象に含めたことが景観法の特長の一つである

が,そ の中心に位置する景観農業振興地域整備計画を,都 道府県は直接策

定できないのである。

更に都道府県に権限が与えられていないものとして,景 観地区を挙げる

ことができる。先述のように,景 観地区はいわゆる地域地区の一つ とし

て,市 区町村に指定権限が付与されている。 この景観地区については,景

観計画区域外であっても指定ができることや,芦 屋市のように市域全域に

指定 している事例 もあるなど,必 ず しも簡単な整理が可能な ものではな

い。ただ,法 制度上の基本的な枠組みとしては,特 に良好な景観の形成を
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図る必要性がある市街地に対 して詳細な規制を加えるために用いられるこ

とが想定されている。 というのも,景 観地区の指定に当たっては,建 築物

の形態意匠の制限を規定する必要があ り,更 にこの制限への適合認定を受

けなければ建築等を行うことができないなど,景 観計画区域よりも一層強

い規制が加えられるからである。

そして,こ うした権限を都道府県が握 っていない以上,仮 に都道府県が

ある区域に強い規制を適用する意図を持 ったとしても,最 終的には市区町

村の手によって,景 観地区の指定が行なわれる必要がある。都道府県のみ

では,こ の手段を用いた景観 コントロールはできないのである。

また,景 観計画区域 と景観地区の関係から,都 道府県の位置づけが更に

明らかとなる。繰 り返 しになるが,景 観地区が指定された場合には,建 築

物の形態意匠の制限については市区町村の認定,そ れ以外の事項について

は建築確認の対象となる(9)。では,も し景観計画区域内に景観地区が指定

されている場合には,ど のような手続が必要になるのであろうか。法で

は,景 観計画区域と景観地区に関する手続が重複 しないよう,第16条 第7

項第8号 において,「第61条 第1項 の景観地区(次 号において 『景観地区』

という。)内 で行 う建築物の建築等」については,景 観計画の規制の適用

除外とすることとされている。

ただこの場合において,景 観計画よりも景観地区の規制の方が緩やかで

あると制度の趣旨に反することか ら,法 第61条 第2項 後段では 「この場合

において,こ れらに相当する事項が定あられた景観計画に係る景観計画区

域内においては,当 該都市計画は,当 該景観計画による良好な景観の形成

に支障がないように定めるものとする」との規定が挿入されている。そし

てこの規定は,「建築物の形態意匠の制限等が定められた景観計画の区域

内において,景 観地区に関する都市計画を定ある場合には,当 該都市計画

は景観計画による良好な景観の形成に支障がないよう,景 観計画に定めら
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れた制限よりも緩やかな制限を定あることはできない」⑩と解説されている。

こうした制度の下において,仮 に都道府県が相当に規制の強い景観計画

を策定 したとすると,市 区町村はそれよりも規制の緩やかな景観地区を指

定できなくなって しまう。 もちろん,一 度当該市区町村が景観行政団体と

なってより規制の緩やかな景観計画を策定 した上で,景 観地区の指定等を

行うことも出来ないことはない。だが,恐 らくこれは制度の想定するとこ

ろではない。とするな らば,法 制度上都道府県の景観計画に期待されてい

るのは,市 区町村の判断の余地を残 した緩やかな制限を加えることであろ

う。

景観の場合には,一 たび破壊されて しまえばその回復が相当に困難であ

ることか ら,あ る意味露払い的に都道府県が緩やかな規制を適用 してお

き,そ の後市区町村が詳細な規制を適用する意義は充分にある。都道府県

策定の景観計画にはこうした役割が期待されているのであ り,こ の意味に

おいて,こ れは都道府県の暫定的補完機能と呼ぶことができるであろう。

次に,特 定の市区町村が将来的にも景観行政団体となる意思を持たない

場合について議論 してみたいが,こ の場合,都 道府県にはまた異なる役割

が期待されることになる。すなわち,そ れらの市区町村に代わって景観行

政を担当するという意味で,市 区町村の代替的補完機能を果たす場合がそ

れである。そして,こ の場合には,市 区町村を代替することになるわけで

あるから,都 道府県が詳細な景観計画を策定する余地は十分に存在する。

但 し,こ の場合においても,景 観地区と景観農業振興地域整備計画につい

ては市区町村に権限が残されており,完 全な代替ができるわけではない。

これまで論 じてきたように,景 観行政推進の主体として都道府県 と市区

町村は完全に同列に位置づけられているわけではない。北村が「『基本は市

町村』という認識と都道府県の役割に鑑みれば,景 観法八条が,都 道府県

と市町村を同格に扱い,景 観計画の内容について同様のものを求あている

一61～



近畿大学法学 第59巻 第2・3号

(ようにみえるが,そ うである)と すれば,そ れは,妥 当ではないように

思われる」ω と主張する通 りである。そして,制 度上都道府県の主な役割

として想定 されているのは,① 従来の景観まちづ くりの継続,② 暫定的補

完機能,③ 代替的補完機能の三つである。すなわち,① を除けば,景 観法

で想定 されている都道府県の役割は補完機能であると言えるが,そ のあり

方については,更 に策定の手続きに関する規定が参考 となる。

景観計画の策定手続きを規定 しているのは第9条 であるが,都 道府県 と

市区町村 との直接的関係は第3項 で規定 されている。そこでは 「都道府県

である景観行政団体は,景 観計画を定めようとする時は,あ らかじめ,関

係市町村の意見を聴かなければならない」 と規定されている。すなわち,

都道府県に対する市区町村の参加については,法 制度上担保されているの

である。これに対 して,市 区町村が策定する景観計画については,都 道府

県が全体として参加する仕組みは用意されていない。

もちろん,完 全に都道府県が参加できないわけではな く,同 条第2項 で

は 「景観行政団体は,景 観計画を定あようとするときは,都 市計画区域又

は準都市計画区域に係る部分について,あ らか じめ,都 道府県都市計画審

議会(市 町村である景観行政団体に市町村都市計画審議会が置かれている

ときは,当 該市町村都市計画審議会)の 意見を聴かなければな らない」と

規定 されてお り,都 道府県の都市計画審議会が関与する余地はある。だ

が,そ の対象は都市計画区域又は準都市計画区域に限定されてお り,更 に

市区町村に都市計画審議会が置かれている場合には出番はな くなって しま

う。また,こ れ以外にも,景 観重要公共施設や国定公園に関する事項を定

めようとする場合には,そ の管理者たる都道府県知事の同意を得 る必要性

が生 じることもあるが,こ れにしても 「当該事項について」 という限定つ

きのものであり,全 体的な関与を成 し得るわけではない。

更に,景 観法では,昨 今の他の立法事例 と同様に,住 民等による提案制

一62一



制度と実態からみた広域自治体の機能

度も採用されている。そ して,こ のことを加味 して解釈するならば,景 観

法では,小 さな単位から大きな単位への参加については制度上保障されて

いるのに対し,大 きな単位から小さな単位への参加については,完 全に保

障されているわけではない。先の補完機能に結びつけて論 じれば,小 さな

単位が自ら景観計画を策定する場合には自己完結的な策定が許容されてい

るのに対し,大 きな単位が策定する場合には小さな単位にオープンな制度

が採用されているということである。

なるほど,補 完性原理については,「この原理は,個 人が自ら実現できる

ことは個人で,個 人では不可能なことや非効率なことを家族や地域社会 と

いった小 さな単位が,さ らに,そ の小 さな単位では不可能なことを,市 区

町村,都 道府県,国 といった大きな単位が順に補完 していくという住民に

身近なところからの階層秩序原理である」⑫との説明がなされている。 こ

の説明に示されるように,小 さな単位では不可能な場合にのみ大きな単位

が口を出すべきという規範が成立するとすれば,景 観法の仕組みはこれに

忠実なものである。

だが,果 たして小さな単位に権限が付与されている場合,常 に大きな単

位は沈黙 しなければならないのであろうか。確かに補完機能は都道府県に

期待される役割の中で も重要なものであるが,そ れ以外にも種々の役割を

挙げることができる。我々の対象としている景観政策の領域では,山 並み

や河川等の連続する景観の保全や,市 区町村の境界付近に建設される傾向

が強い迷惑施設の調整等において,都 道府県の有する広域性に対する期待

は小さくはない。それにもかかわ らず,少 な くとも景観法の条文か ら理解

するかぎりでは,同 法は広域性について制度的な配慮を充分には払ってい

ないように思われる。

なるほど,国 会審議において前出の竹歳氏は,
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では,そ れで終わ りかというと,ま さに御指摘のとおり,日 本の山岳,

河川,湖 沼などの周辺景観の保全とか,そ れから空港など大規模な施

設がございまして,そ ういうような,や はり広域的な景観というのも

非常に重要な課題になると思います。そういう市町村の行政区域を超

えるような広域的な景観行政というのは,や はり都道府県に今後とも

どんどんやっていただかなくてはいけないと考えます⑬

と答弁 してはいる。

だが,原 田佳道も 「景観法は基礎自治体を景観行政を担う主体の基本と

しているが,連 担する市街地や山並み,河 川等の流域など自治体の区域を

超えて形成する広域的な景観の形成について,制 度上は措置 されていな

い」ω と指摘するように,法 制度上,都 道府県の広域性に対する十分な配慮

がなされていないことは確かであろう。

3.都 道府県の景観計画 の現況

前節では,景 観法の条文から,景 観法における都道府県及び二層制の想

定について論 じてきたが,本 節では,都 道府県によって策定 されている全

景観計画を題材とし,制 度上の想定と実態とのずれを論 じていきたい。

その際どのような方法論を用いるかであるが,我 々が以前市区町村に関

して行 ったのは,KH-Coderを 用い,ペ ージ数 と景観表現数を手掛かりと

する概括的な分析であった⑮。だが,こ の方法論の一つの限界 として,ま

さしく文章で景観が表現 されている場合に,景 観表現を的確にピックアッ

プすることが難 しいという点が挙げられる。例えば,滋 賀県の景観計画で

は 「旧街道に連なる家並み,近 江商人の屋敷群,社 寺や庭園の歴史風景な

どのほか,実 り豊かな田園と落ち着いたたたずまいが一体 となった集落の
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風景」⑯ という文章が用いられている。 この文章 において,「景観」や 「風

景」といった語句を手掛か りとして景観表現を機械的に把握することは著

しく困難である。

そもそも,我 々が前回の分析でこのような方法を用いたのは,そ の時点

で既に市区町村策定の景観計画が180を 超えてお り,そ の全てに目を通す

ことが困難だか らであった。だが,都 道府県の景観計画に関 して言えば,

2011年8月31日 現在で策定されているのは,20の 都道府県で27の 景観計画

である㈲。この程度の数であれば,そ の全てに目を通すことは可能である

ことから,こ こでは全ての景観計画を通読するという方法を採用すること

にしたい。ただ し,前 回の分析でも指摘 したように,発 見的には役立つこ

とから,ペ ージ数と景観表現数は参考にすべき数値としては利用すること

とする。

次に,読 解を通 して景観計画を分析する際の観点であるが,本 稿の問題

意識に照らして,第 一に市区町村あるいは都道府県の役割がどのように捉

えられているかに関心を払うこととする。第二に,前 節で議論した景観法

で制度的に想定されている役割に合致すると考えられるものを取り上げる

こととする。そして最後に,都 道府県に期待されている制度的な役割から

外れていると考えられる景観計画を取 り上げた上で,そ の要因等を論 じて

みたい。

さて,都 道府県 と市区町村の役割であるが,二 層制に配慮を払わない文

書が少なくないなかで,多 くの景観計画が都道府県 と市区町村を区別 して

議論を進めている。更に,市 区町村優先を明確に打ち出しているものも多

く,例 えば鳥取県は,

ただし,良 好な景観は,地 域固有の特性と密接に関連するものである

ことにかんがみ,地 域住民の意向を踏まえ,そ れぞれの地域の個性及

一65一



近畿大学法学 第59巻 第2・3号

び特色の伸長に資するよう,そ の多様な形成が図られなければならな

いことから,景 観形成のための行政施策は,地 域及び住民に密着 した

地方公共団体である市町村が,地 域特性 に応 じてきめ細かく主体的に

推進するのを基本 とすべきである゜8)

と明記 している。ただその一方で,本 文中に一度 も「町村」⑲ という表現が

出てこない景観計画 も存在 している⑫⑪。

このように,多 くの都道府県でも景観まちづくりは市区町村の仕事 と理

解 されているが,前 節で議論 したように,景 観法では制度的に都道府県に

いくつかの役割が期待されている。そこで次に,実 態において都道府県が

そうした役割をどのように果たしているかを一つ一つ論 じてみたい。

まず,想 定されている第一の役割 としては,そ れまで都道府県で取 り組

んできた景観まちづ くりを,景 観法で用意されている種々の制度を用いな

がら継続することが挙げられる。 もちろんこうした施策を講 じるに当たっ

ては,市 区町村の景観まちづ くりに対 して十分な配慮を払わなければな ら

ないが,何 か しらの衝突が生 じない限 りにおいては,都 道府県が積極的な

役割を果たすことができる。そ して,景 観計画策定を通 じて積極的な景観

まちづ くりを行っていこうとすれば,勢 いページ数や景観表現数も多 くな

るであろう。図3-1は 都道府県の全景観計画のページ数 と景観表現数を

プロットしたものであるが,上 記の観点からすれば,岡 山県と東京都に取

り上げる価値がある。

そこで,ま ず岡山県を取 り上げれば,同 計画では,

これら優れた景観を守り育て,快 適で文化の香り高い景観を創造する

ため,昭 和63年 に岡山県景観条例……を制定 し,大 規模行為の届出制

度,景 観モデル地区や背景保全地区の指定,住 民協定の認定,景 観対
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策推進ア ドバイザーの設置,普 及啓発活動等の取 り組みを通 じて,地

域の特性を尊重 しながら県土の均衡ある景観形成を推進 してきた⑳

と解説されている。そして,景 観法に基づく仕組みへの移行に際し,景 観

モデル地区と背景保全地区については,「県土の景観の核 として重点的に

守 り育てていくこととする」⑳として,景 観計画にも盛 り込まれている。

すなわち,従 前の仕組みの景観法への移行が行われたのである。

ただし,今 後の地区指定については,

なお,景 観モデル地区及び背景保全地区は,現 在指定されている地区

について継続的,重 点的に景観形成を推進 していくこととし,他 の優

れた景観を有する地域等については,市 町村が景観行政団体として,

重点的に景観形成を推進すべき地域を選定 して,景 観地区の指定,景

観重要建造物等の指定,景 観協定の締結の他,公 共施設の整備等につ

いて住民と一体となって良好な景観の形成を図ることが望ましい㈱

とされている。従来の取 り組みについては景観法の仕組みを活用 しながら

継続するが,将 来的な景観行政については,県 は一歩引いた立場に立つこ

とが表明されている。ただいずれにしても,想 定されている第一の役割に

該当すると解釈出来る。

次に東京都の景観計画であるが,同 景観計画は,99の 景観表現を用いた

176ペ ージの分量のものであり,東 京都 として積極的に景観まちづ くりに

取 り組もうとしている姿勢が読み取れる。 しか し,景 観計画を解釈するか

ぎりでは,岡 山県と東京都を同列に位置づけるのは困難である。岡山県と

異なり東京都は,新 たな政策目標を掲げて景観行政 に取 り組んだと理解で

きるのである。更に,こ うしたことが可能であった要因として,景 観法の
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制度上の問題が挙げられる。

以下この点を詳論 していきたいが,ま ず景観行政に取 り組むにあたって

東京都が掲げた政策目標は何かといえば,端 的に言ってオ リンピック招致

である。このことは,景 観計画の裏表紙にオ リンピック招致のロゴが用い

られていることや,巻 頭言において石原慎太郎都知事が,「『東京都景観計

画』では,こ れらの取組をさらに一歩進め,2016年 オ リンピック・パラリ

ンピック大会の招致 も見据えて,美 しく風格のある東京の再生を目標に,

都市計画や建築行政,屋 外広告物行政 とも連動 させた,実 効性のある施策

を明らかにしています」 と明言 していることからも明らかであろう。

次に,制 度的に東京都が先頭に立 って景観行政に取 り組むことが出来る

要件 として,都 区制度存在を挙げることができる。この制度の存在故に,

東京都は自ら景観まちづくりを積極的に推進することができたのである。

なぜか といえば,都 道府県下 に多 くの指定都市や中核市を抱える場合に

は,そ れらは自動的に景観行政団体となることから,直 接的な政策形成は

なかなか困難である。ところが,東 京都の場合には,都 下に23あ る特別区

は,指 定都市や中核市に匹敵するような規模を有 していたとしても,市 と

同等の扱いとなることか ら,自 動的に景観行政団体になることはない。

このため,東 京都が自ら景観行政に取 り組みたいと考えるのであれば,

都下の市区町村に同意を与えなければ済むことである。事実,「 関東圏で

は,現 在,東 京都以外のすべての県において法定団体以外の景観行政団体

が出ているが,こ れは,東 京都の同意事務手続が遅れていることが原因と

なっている」⑳と指摘されている。東京都 自らがオ リンピック招致に向け

て景観計画を策定中であり,そ れが完了するまで同意を与えられなかった

と理解されても致 し方ないであろう㈱。そして,こ のように東京都が政策

目標の実現のために自ら積極的に景観形成を行 ったことは,恐 らく制度の

想定からは外れるものだといえよう。
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法制度が第2に 想定 しているのは暫定的補完機能であるが,こ の機能を

典型的に発揮 していると考え られるのが,青 森県である。青森県の景観計

画は,ペ ージ数で6,景 観表現数で7と 非常に簡素なつくりとなっている。

更に,そ の内容も,既 に景観行政団体となっている青森市,弘 前市そ して

八戸市を除 く県下全域を景観計画区域とし,区 域の細分化はせずに大規模

行為のみを規制の対象とするものである。これが意味するのはすなわち,

大規模行為によって景観が致命的なダメージを受けることが無いように県

下全域を対象に規制を適用するということであり,そ れ以上のものではな

い。更に,「青森県でも,市 町村が景観法を活用 し,主 体的に景観行政を担

うことを積極的に推進 していこうと考えている。 このたあ,市 町村が景観

行政団体になろうとして知事に協議を求あた場合,原 則として同意するこ

ととしている」㈱ということが明言されてお り,ま さに暫定的補完機能の

発揮が目指されているQ

また,景 観計画の本文中で暫定的補完機能を明言しているのが長崎県で

ある。長崎県の景観計画では,「本施策は,市 町が景観行政団体になるまで

の問の暫定措置であるので,景 観の現状維持を目的として,特 に地域景観

に影響が大きい大規模な建築物等に限定 し,必 要最低限の基準で規制 ・誘

導します」⑳と明言がされている。

続いて法制度が想定 している第3の 役割である代替的補完機能を見てい

くことにする。 この役割とはすなわち,景 観行政を担当す る意思を持たな

い市区町村に代わって景観行政を担当するものであるが,都 道府県がこう

した役割を果たす場合には,そ の景観計画にも一定の特徴が現れるものと

考えられる。 というのも,市 区町村の代わりを務める以上,暫 定的補完機

能のように都道府県の全域を対象 とするのではなく,都 道府県下の特定区

域に対 して,一 定の詳細性を備えた計画を策定することになる筈だからで

ある。すなわち,都 道府県が代替的補完機能を果たしている場合には,特
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定区域のみを対象とする景観計画を策定するか,あ るいは,景 観計画の中

で何か しらの区域の区別がなされている筈である。

そして,こ うした点か ら景観計画を分析 してみると,後 者の方法を採用

しているのが東京都景観計画である。東京都景観計画では,小 笠原の父島

を対象に,小 笠原(父 島二見港周辺)景 観形成特別地区を指定 し,同 地区

を対象とした景観法に基づ く良好な景観の形成のための行為の制限に関す

る事項を策定 している⑱。ただし,こ れは小笠原の景観まちづ くりを完全

に代替するものではな く,「小笠原まちなみ景観ガイ ドライン(平 成17年12

月小笠原村策定)を 基本とし,特 に以下の事項を重視 して,景 観形成を進

ある」⑳と述べ られているように,景 観法に基づ く規制行政に限 り,東 京都

が補完 していると解釈するのが妥当であろう。

また,こ れと同様に,町 村の側から自ら景観計画策定を行う意思のない

ことを表明した事例として北海道を挙げることが出来る。北海道の羊蹄山

周辺の町村では広域的景観まちづ くりが進あられてきたが,「特に小 さい

自治体それぞれが景観行政団体となって別々の景観対策を進あることは,

外か ら見ると非常に分かりにくい」BΦという理由か ら,北 海道が景観計画

を策定し,そ の中に 「羊蹄山広域景観形成推進地域」に関する内容が盛 り

込まれている。

ただし,東 京都 と同様に,同 地域において北海道が完全に代替機能を果

たしているわけではない。 というのも,こ の地域での景観まちづくりに対

しては,後 志支庁が関与する形にはなっているものの,中 心的役割を果た

しているのは地元7町 村だからである。更に,景 観法に基づく届出の処理

についても,北 海道が担当しているのはニセコ町を除く6町 村であり,ニ

セコ町は自ら処理を行 っている⑳。なぜかといえば,ニ セコ町は北海道景

観計画策定以前から独 自の景観条例に基づく制度を運用 していたため,景

観法に基づ く届出も,従 来同様町が受け付ける仕組みを採用 したか らであ
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る。ただ,ニ セコ町は景観地区指定の際に北海道か ら人材の派遣を受けて

おり㈱,北 海道の支援を受けながら景観行政を推進 していることについて

は付言 しておく必要があろう。

一方,域 内に複数の景観計画を策定 している都道府県として長野県,京

都府そ して福岡県を挙げることができる。次にこれ らの景観計画を取 り上

げていきたいが,ま ず,代 替的補完機能に近い計画を策定 していると理解

できるのが長野県である。長野県では,「景観行政団体である市町村,松 本

市及び上田市の区域を除 く長野県の区域」㈱を対象とする 『長野県景観計

画』を策定 した上で,「特 に重点的に景観の育成を図る区域」である景観

育成重点地域と 「特 に積極的に景観の育成を図る区域」である景観育成特

定地区を対象に,そ れぞれ4つ と1つ の計画が策定されている6の。

もちろん,こ れら景観育成重点地域と景観育成特定地区に含まれる市区

町村が景観行政団体 となり,更 に独自の景観政策を展開する可能性 もあ り

える。だが,こ れら双方について 「地域の景観の特性や諸条件を踏まえて,

きめ細か くかつ総合的な景観の育成」㈲ ということが謳われていることか

らも,そ うした可能性は低いと言えよう。長野県は広域的な計画を策定し

ただけでなく,自 ら特定の地域を対象 とする計画 も策定 したのであり,特

に後者の計画策定を通 じて代替的補完機能を果たしていると理解できる。

これに対 して,京 都府 と福岡県では,長 野県 とは異なる役割を府県が果

たしているものと考えられる。 この点について一つ一つ議論 していきたい

が,ま ず京都府では,2011年8月31日 現在,『 関西文化学術研究都市(京

都府域)に おける景観の形成に関する計画』と『天橋立周辺地域景観計画』

の二つの景観計画が策定されている。前者がページ数で40,景 観表現数で

21,後 者がページ数で54,景 観表現数が49で あり,特 定地域を対象に一定

の詳細性を備えた計画が策定されているという点では長野県と同じであ

る。だが,長 野県と異な り,京 都府が代替的補完機能を果たしている訳で
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はないようである。なぜかと言えば,特 に後者の天橋立周辺地域について

は,そ の後宮津市が景観行政団体とな り,景 観法に関する事務を担当 して

いるからである。

京都府の景観施策への取 り組みの経緯については,

京都府においては 「景観は公共的資産」であるとの認識のもと,先

人から受け継いだ京都府の美しい景観を保全,育 成し,あ るいは新た

に創造 して,次 の世代に引き継いでい く 「景観」に対する基本認識の

もとに,国 による景観法の制定などを踏まえ,京 都の歴史や多様な地

域個性を活かし,環 境 と文化の共生による地域づくりを進あるため,

「京の景観形成推進プラン」(平成17年12月)を 策定 しました。

この推進プランにおいて,重 点施策 として府の広域的及び特徴的景

観形成の推進のたあ,景 観計画の策定の推進を図ることとしており,

その広域的景観形成のモデル地域の一つ として,「 日本三景天橋立の

周辺地域」を選定 しています㈱

と説明されている。ここから読み取れるように,代 替的補完機能というよ

りもむしろ先導的補完機能を果たしていると理解するのが妥当であろう。

京都府が天橋立周辺地域を先行的にモデル地域として取 り上げ,そ の後宮

津市がそれを引き継 ぐ形になったのである。

次に福岡県を取 り上げたいが,同 県で策定されている景観計画は,『矢部

川流域景観計画』と 『筑後川流域景観計画』である。なぜ福岡県において

この二つの計画が策定されたかといえば,「福岡県 と筑後地域の市町で構

成する筑後田園都市推進評議会は,平 成15年 に 『筑後ネ ットワーク田園都

市圏構想』を策定し,筑 後地域の景観の保全 ・形成に取り組んできた」⑳こ

とが背景 にあると説明されている。
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そして,そ れぞれの流域において県と市町が連携 し,先 行的に 「矢部川

流域景観テーマ協定」と 「筑後川流域景観テーマ協定」を締結 した上で,

景観計画が策定されている㈱。その際,矢 部川流域では,既 に景観行政団

体となっていた八女市は,福 岡県と同日に八女市として 『矢部川流域景観

計画』を策定 している。また,筑 後川流域について も,景 観行政団体となっ

て景観計画を策定中の久留米市とうきは市の区域は,県 の景観計画区域か

ら除外されている。京都府と同 じく福岡県でも,特 定の区域を対象にする

計画が策定されているが,最 後まで府県が景観行政団体であ り続けている

わけではない。

更に,福 岡県の策定する景観計画には以下のような役割が期待されてい

ると説明されている。すなわち,

このため,「矢部川流域景観計画」は,景 観法に基づ く事項を規定す

るとともに,市 町村の境界を超え相互に連携 しながら調和と整合を図

る計画として,以 下の役割を担うものとする。

① 矢部川流域の広域景観づ くりを推進するマスタープランとして

の計画

② 矢部川流域の市町村が景観計画を策定する際の基礎 となる計

画㈲

である。

そして,特 に②の記述から,県 の果たしている役割をより詳細に読み取

ることが可能 となる。なるほど,将 来的に市区町村が景観行政団体になる

ことを前提 とし,そ れまで都道府県が露払いを果たしておくという意味で

は,暫 定的補完機能 と理解することもできるかもしれない。だが,将 来的

に市区町村が景観計画を策定する際の基礎になることが予定されていると

一74一



制度と実態からみた広域自治体の機能

すれば,そ れは暫定的補完機能というよりも先導的補完機能 と呼ぶ方が適

切であろう。先にみた青森県と異なり,京 都府にしても福岡県にしても特

定区域を対象にある程度の詳細性を有 した計画が策定 されているのであ

り,一 定のガイ ドラインを示しているという意味で,先 導的役割を果たし

ていると言える。更に言えば,こ うした先導的補完機能は我 々が十分 に法

制度からは読み取れなかったものである。

ところで,暫 定的補完機能 にせよ先導的補完機能にせよ,市 区町村が景

観行政団体となった場合には,制 度的に都道府県が景観行政を担 うことは

できな くなる。だが,仮 に景観行政を担 うことができなくなったとして

も,景 観まちづくりについては依然として都道府県の役割は残 されるもの

と考えられる。 もちろん,先 に紹介したような職員の派遣等や,都 道府県

にのみ与えられている権限の行使 という点で,都 道府県がその役割を果た

すのは当然のことである。だが,景 観計画の通読から,都 道府県がこれ以

外の役割を果たしていることも読み取ることができる。

そして,景 観計画でこの点を明確にしているのが大阪府である。大阪府

内には,指 定都市あるいは中核市に該当し自動的に景観行政団体 となる市

だけで,大 阪市,堺 市,高 槻市そして東大阪市の4市 ある。更に,2011年

8月31日 現在,箕 面市,豊 中市,太 子町,吹 田市,岸 和田市,茨 木市,寝

屋川市そして交野市の7市1町 が大阪府の同意を得て景観行政団体 となっ

てお り,大 阪府が景観行政を担当す る余地は著 しく狭いものとなってい

る。

こうした状況において,当 然大阪府の策定する景観計画はこれ以外の市

町村の区域を中心的な対象 とすることとなるが,同 計画では,景 観行政団

体である市町の区域についても意図的な言及がなされている。その箇所を

引用 してみると,

一75一



近畿大学法学 第59巻 第2・3号

法に基づいて策定する大阪府景観計画は,『景観形成基本方針』に基づ

き,道 路軸や河川軸,山 並み ・緑地軸等,広 域的な観点から景観上重

要な区域において定めたものです。このたあ,景 観行政団体である市

町村や独自の景観条例を策定 している市町村の区域に関する記述を含

んでいます㈹

と述べられている。なるほど山並みなどの連続する景観は1市 区町村で完

結するものではな く,広 域的な視点からの取組が必要である。景観法の制

度と衝突しないようきちんと府の立場をわきまえた上で,こ うした表現が

なされているのである。

確かに,景 観法に基づく規制については,都 道府県と市区町村の二重行

政を回避するという理由で,景 観行政団体の区域については都道府県がそ

の内容等を規定することはできない。だが,法 に基づかない部分について

は,広 域的観点から都道府県が口を出すことに問題はないはずである。逆

に広域的観点に立 った都道府県の関与がある方が,好 ましい景観形成につ

ながるということも十分にあり得るであろう。大阪府と同じく福岡県の景

観計画では,「ただ し,景 観法に基づ く事項(第2章,3章,4章)お よ

び第5章 については,景 観行政団体を除 く区域 とする」ωと記述すること

で,一 つの景観計画の中に,法 に基づ く部分と法に基づかない部分を併存

させている。

また,市 区町村に権限が与えられている事項について も,都 道府県が景

観計画の中で論 じているものも見受けられる。例えば,市 区町村が策定す

ることとされている景観農業振興地域整備計画について奈良県は,「市町

村が景観農業振興地域整備計画を定める場合には,第5章 の景観計画の区

域における良好な景観の形成に関する方針に基づき,地 域の良好な景観と

調和のとれた営農条件を確保することを基本に策定するものとします」働と
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記述 している。

2.において述べたように,都 道府県の広域性に対する法制度上の措置は

十分なものではない。だが,都 道府県のなかには,法 制度に反することな

く,そ うした役割を果た しているところもあるのである。

4.結 び にか え て

2.で論 じたように,法 制度上,景 観法では市区町村中心主義が採用され

てお り,従 前の景観行政を継続する場合を除けば,市 区町村が景観行政団

体となって景観まちづ くりに取 り組むことが出来るようになるまで,あ る

いは,景 観行政団体になる意思を持たない場合に,都 道府県が景観行政を

担当するという構造が採用されている。すなわち,都 道府県に期待されて

いるのは,暫 定的補完機能あるいは代替的補完機能である。

だが,景 観計画の実態を分析 してみると,そ れぞれの都道府県が多様な

景観計画を策定しており,法 制度の想定を超える役割を果た していること

が読み取れた。東京オ リンピックの誘致 に向けて,景 観まちづ くりを活用

しようとした東京都については,都 区制度という他の道府県にはない制度

の関連 もあって例外的と言えるが,他 の道府県もまた,そ れぞれ相応の役

割を果たしている。

ニセコ町に対する北海道の人材派遣のように,部 分的補完機能 とも言え

る支援機能については,当 然都道府県に期待 される役割であるが,特 に広

域性に基づく関与については,制 度上の想定が稀薄ななかで,し っかりと

そうした役割を果たしている都道府県があった。景観法の規定上,法 に基

づく部分については都道府県が直接関与できないこともあるが,景 観法に

基づかない形で,景 観行政団体である市区町村の区域についても介入 して

いる都道府県が存在 している。
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いわゆる補完性原理が中央地方関係あるいは二層制においても当然視 さ

れるなかで,よ り小 さな単位が所掌事務を自ら担当しうる場合には,大 き

な単位はそれに関与すべきではないということが,と もすれば自明のこと

とされているかもしれない。景観法においても,都 道府県の策定する景観

計画に市区町村が意見を述べる機会は保障されているのに対 して,こ の逆

の経路については規定 されていない。

だが,政 策形成の過程で行われる議論についてまで,よ り大きな単位の

関与を排除することが果たして妥当であろうか。 もちろん,二 重の手問や

規制 といった問題を回避する為には,種 々の権限の帰属を明確化する必要

がある。景観行政団体 という仕組みが採用されているのも,こ の点に対 し

て配慮 してのことである。

しかし,種 々の主体の好ましい参画のありかたという点では,小 さな単

位から大きな単位の流れが必要 とされるのと同様に,大 きな単位か ら小さ

な単位の流れについて も,そ の価値についてより積極的な評価が必要なの

ではないだろうか。

なるほど,よ り大きな単位による後見的関与については,小 さな単位が

それを好むものではないということは理解 しうることである。だが,仮

に,議 論の場や空間を拡げることに,す なわち,多 様な主体の参画を求め

ることに積極的意味を見いだすことが出来るのであれば,よ り大きな単位

の参画についても,頭 か ら否定されるべきではないであろう㈲。

特に景観形成においては,都 道府県は広域性という参画に値する特長を

有 している。広が りのある景観について広域的観点から市区町村の策定す

る景観計画に関与することは,景 観法が制度上は十分に想定 していないに

しても,都 道府県が果た してもおか しくない役割である。そ して,我 々が

本稿において論 じたように,実 際にそうした役割を果た している都道府県

は存在 している。もし,都 道府県の果た しているこうした役割の意義が認
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められるのであれば,市 区町村が景観計画を策定する際の都道府県の参画

につ いて も,よ り前 向 きに検討 され るべ きで あろ う。我 々の次 な る課題

は,広 域的観点に立 って景観計画を策定 している都道府県の,市 区町村と

の関係の取 り結び方を論 じることである。
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